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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第88期

第２四半期連結
累計期間

第88期
第２四半期連結
会計期間

第87期

会計期間

自　平成20年
　　　４月１日
至　平成20年
　　　９月30日

自　平成20年
　　　７月１日
至　平成20年
　　　９月30日

自　平成19年
　　　４月１日
至　平成20年
　　　３月31日

売上高 (千円) 8,801,7374,466,48919,190,845

経常利益 (千円) 157,950 65,1881,025,780

四半期(当期)純利益
(△は損失)

(千円) △147,309△119,381 435,461

純資産額 (千円) ― 10,018,83210,321,251

総資産額 (千円) ― 23,065,72223,657,064

１株当たり純資産額 (円) ― 956.45 993.58

１株当たり四半期
(当期)純利益(△は損失)

(円) △14.08 △11.40 42.59

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円)
―

― 41.62

自己資本比率 (％) ― 43.4 43.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 872,424 ― 1,221,676

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △314,406 ― △796,833

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 23,845 ― △439,305

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 1,502,424920,560

従業員数 (名) ― 845 842

(注)　１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につきましては、潜在株式は存在する

ものの、１株当たり四半期純損失を計上しているため記載しておりません。また、当第２四半期連結会計期間

の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４　従業員数は就業員数を記載しております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内

容に重要な変更はありません。 

　また、主要な関係会社についても異動はありません。 

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名) 845

(注) 従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む）であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名) 512

(注) 従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円)

補聴器 1,891,304

医用検査機器 346,185

音響・振動計測器 705,286

微粒子計測器 516,978

合計 3,459,755

(注) １　金額は販売価格によっております。
２　本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当社グループは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。

　

(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円)

補聴器 2,324,956

医用検査機器 461,986

音響・振動計測器 986,388

微粒子計測器 693,157

合計 4,466,489

(注) １　本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　販売実績に対し10％以上に該当する販売先はありません。
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２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

四半期報告制度は当連結会計年度より新たに導入されたため、「(1) 経営成績の分析」において比較・

分析に用いた前年同四半期の数値については、独立監査人による四半期レビューを受けておりません。

　

(1) 経営成績の分析

米国サブプライムローン問題に端を発した金融不安は、世界各国の金融機関へ伝播し、世界的な景気後退

が懸念される事態となりました。当然、我が国の経済状況も斯かる世界情勢の影響を多分に受け、世界的に

高騰した材料価格が諸物価に転嫁され、個人消費が減少傾向となるなど、景気の減速感が一段と大きくなり

ました。また、エネルギー、原材料価格の高止まりは、企業収益力を悪化させ、設備投資も停滞する状況が継

続しております。 

　当社グループの各事業セグメントに関わる市場でも、近年業績を支えてきた「個人消費」「設備投資」

「輸出」の三本柱の落ち込みが顕著に現われ、特に音響・振動計測器事業、および微粒子計測器事業におい

て、売上高が前年同四半期実績を大きく下回る結果となりました。 

　加えて、新会計基準の適用によって棚卸資産の減損を計上し、さらには製品開発費の一括費用化や、投資有

価証券の一部について評価損を計上したことなどにより、当社グループにおける第２四半期連結会計期間

の業績は、第１四半期連結会計期間と同様に、純損失を計上するに至りました。 

　当第２四半期連結会計期間の業績を前年同四半期と比較しますと、次のとおりとなります。

（単位：百万円）　 

前第２四半期
連結会計期間

当第２四半期
連結会計期間 増減

売上高 4,834 4,466 △367

営業利益 333 103 △229

経常利益 296 65 △231

四半期純利益 179 △119 △299

　

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

[補聴器事業]

当第２四半期連結会計期間における補聴器の販売状況は、国内経済の様相を色濃く反映し、業界全体で

も減少傾向となるなど、大変厳しいものとなりました。原油・原材料価格の高騰を背景とした諸物価の上

昇や、年金や高齢者医療保険制度に関する報道などは、補聴器の主要な購買層である高齢者の生活不安を

増加させ、購買意欲減退の一因となったと推測しております。また、補聴器の販売動向では、安価な普及価

格帯の売上が増加したことにより、１台当りの平均単価が低下いたしました。そのため、販売数量に大き

な変化はなかったものの、売上高では前年同四半期を下回りました。 
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[医用検査機器事業]

当第２四半期連結会計期間では、オージオメータ等の買替需要の掘り起しを中心とした営業活動を行

うとともに、新規開業等の情報収集に努め、販売促進に努力いたしました。電子カルテの耳鼻咽喉科医療

施設における導入状況では、未だ多数の医療機関が導入していないことを踏まえ、その普及にも注力いた

しました。また、主に東京都区内、千葉県への営業活動の機動的運営や医療機関に対するサービス向上を

目的として、医療機関が集中する東京都文京区に新たに営業拠点を設けました。その効果もあり、売上高

は前年同四半期を上回りましたが、当該営業所の新規開設に伴う費用が発生したことなどにより、営業損

失を計上することとなりました。 

　

[音響・振動計測器事業]

当第２四半期連結会計期間における国内市場では、原子力発電関連設備や鉄道施設などのインフラ関

係で一定の受注がありました。しかし、当社の主要取引先である自動車関連業界、電機関連業界では、需要

減退や原油・原材料価格高騰などの影響から、新たな設備投資は抑制されました。また、海外販売につき

ましては、米国をはじめ、従来比較的堅調であった東南アジアなどにも先進国の経済状況悪化の影響が

徐々に鮮明となり、設備投資も減少傾向となりました。こうした中、当社は、展示会や新製品セミナーを開

催するなど積極的に拡販施策を展開し、新規需要の掘り起しに努めましたが、売上高は前年同四半期に比

べて大幅に減少いたしました。 

　

[微粒子計測器事業]

先端技術分野における設備投資は継続しており、高性能液中微粒子計の販売は堅調に推移いたしまし

た。また、校正・メンテナンス等のサービス部門における販売状況も好調でした。しかしながら、半導体関

連市場においてDRAMやフラッシュメモリー価格が下落したことに加え、携帯電話やパソコン、液晶テレビ

等の個人消費が減退したことにより、液晶パネル関連市場でも在庫調整局面を迎えたため、生産ラインへ

の設備投資が抑制されております。この結果、売上高は前年同四半期に比べて大幅に減少いたしました。 

　

　当第２四半期会計期間の事業別の業績を前年同四半期と比較しますと、次のとおりとなります。

（単位：百万円）　 

売上高 営業費用 営業利益

前第２
四半期

当第２
四半期 増減 前第２

四半期
当第２
四半期 増減 前第２

四半期
当第２
四半期 増減

補聴器事業 2,4202,324△95 2,2772,273△4 143 51 △91

医用検査機器事業 445 461 16 452 493 41 △7 △31 △24

音響・振動計測器事業 1,191986△2041,083965△117 107 21 △86

微粒子計測器事業 777 693 △84 687 630 △57 89 62 △26

計 4,8344,466△3674,5004,362△138 333 103△229
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(2) 財政状態の分析

(資産)

当第２四半期連結会計期間末における資産の部は、前連結会計年度末に比べて5億9,134万円減少し、

230億6,572万円となりました。これは主に受取手形及び売掛金の減少8億1,671万円などによるものです。

(負債)

負債の部は、前連結会計年度末に比べて2億8,892万円減少し、130億4,688万円となりました。これは主

に未払法人税等の減少2億1,913万円などによるものです。

(純資産)

純資産の部は、前連結会計年度末に比べて3億241万円減少し、100億1,883万円となりました。これは主

に利益剰余金の減少3億312万円などによるものであります。なお、資本金と資本剰余金が合計で2,653万

円増加した要因は、新株予約権の行使によるものであります。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、第１四半期連結会計期間末に比

べて4億5,262万円増加し、15億242万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は3,813万円となりました。これは主に売上債権の減少1億7,027万円など

によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は2億102万円となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出1

億473万円などによるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は6億1,550万円となりました。これは主に社債の発行による収入13億円

などによるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は3億7,201万円であります。なお、当第２四半期連結会

計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更ならびに重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 32,000,000

計 32,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,492,00010,492,000
東京証券取引所
市場第二部

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 10,492,00010,492,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、平成20年６月

30日をもって権利行使期間満了となりました。なお、これに伴って未行使の権利82個が消滅いたしました。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年７月１日～
平成20年９月30日

― 10,492,000 ― 1,284,976 ― 1,708,474
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(5) 【大株主の状況】

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

㈶小林理学研究所 東京都国分寺市東元町３丁目20番41号 3,330 31.75

リオン取引先持株会 東京都国分寺市東元町３丁目20番41号 490 4.67

㈱みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 490 4.67

リオン従業員持株会 東京都国分寺市東元町３丁目20番41号 478 4.56

㈱みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 416 3.96

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 350 3.34

共栄火災海上保険㈱ 東京都港区新橋１丁目18番６号 300 2.86

中央三井信託銀行㈱ 東京都港区芝３丁目33番１号 260 2.48

東京海上日動火災保険㈱ 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 220 2.10

㈱三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 150 1.43

計 ― 6,485 61.81
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式   　17,000

―
権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 10,474,300104,743 同上

単元未満株式 普通株式    　　700 ― 同上

発行済株式総数 10,492,000 ― ―

総株主の議決権 ― 104,743 ―

(注)　１「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式15株が含まれております

２「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権10個）含

まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
リオン株式会社

東京都国分寺市東元町
３丁目20番41号

17,000― 17,000 0.16

計 ― 17,000― 17,000 0.16

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月

最高(円) 622 624 618 639 620 613

最低(円) 580 590 585 590 581 445

(注)　株価につきましては、東京証券取引所市場第二部におけるものを記載しております。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結

累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令第50号）附則第７条第１

項第５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成　20年９月30日

まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,748,861 1,185,750

受取手形及び売掛金 4,497,108 5,313,822

たな卸資産 ※１
 3,549,784

※１
 3,653,037

その他 1,071,879 1,056,207

貸倒引当金 △35,631 △46,831

流動資産合計 10,832,003 11,161,987

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※２
 2,620,012

※２
 2,695,889

土地 6,032,112 6,032,112

その他（純額） ※２
 1,152,242

※２
 1,177,429

有形固定資産合計 9,804,367 9,905,431

無形固定資産 639,734 613,826

投資その他の資産

その他 1,840,633 2,011,574

貸倒引当金 △51,016 △35,755

投資その他の資産合計 1,789,616 1,975,819

固定資産合計 12,233,718 12,495,077

資産合計 23,065,722 23,657,064

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,066,801 1,187,948

1年内償還予定の社債 760,000 550,000

短期借入金 1,447,500 1,609,296

未払法人税等 72,183 291,314

未払費用 190,006 234,921

賞与引当金 683,829 737,604

製品保証引当金 142,433 144,358

返品調整引当金 82,576 79,483

その他 127,881 152,369

流動負債合計 4,573,212 4,987,296

固定負債

社債 2,130,000 1,340,000

長期借入金 1,819,900 2,506,184

退職給付引当金 2,300,440 2,251,104

役員退職慰労引当金 － 41,853

その他 2,223,336 2,209,374

固定負債合計 8,473,676 8,348,517

負債合計 13,046,889 13,335,813

純資産の部

株主資本

資本金 1,284,976 1,271,665

資本剰余金 1,708,474 1,695,250

利益剰余金 3,976,078 4,279,207

自己株式 △10,048 △10,048

株主資本合計 6,959,479 7,236,074

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 24,963 50,498

EDINET提出書類

リオン株式会社(E01842)

四半期報告書

13/27



土地再評価差額金 3,035,109 3,035,109

為替換算調整勘定 △720 △430

評価・換算差額等合計 3,059,352 3,085,177

純資産合計 10,018,832 10,321,251

負債純資産合計 23,065,722 23,657,064
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 8,801,737

売上原価 4,946,699

売上総利益 3,855,037

販売費及び一般管理費 ※
 3,634,059

営業利益 220,977

営業外収益

受取利息 3,308

受取配当金 7,340

助成金収入 9,200

投資有価証券評価益 8,192

その他 40,628

営業外収益合計 68,670

営業外費用

支払利息 48,920

出資持分損失 20,818

その他 61,957

営業外費用合計 131,697

経常利益 157,950

特別利益

投資有価証券売却益 12,377

役員退職慰労引当金戻入額 2,577

特別利益合計 14,954

特別損失

固定資産除却損 1,905

投資有価証券評価損 143,304

たな卸資産評価損 113,477

特別損失合計 258,686

税金等調整前四半期純損失（△） △85,781

法人税、住民税及び事業税 59,195

法人税等調整額 2,331

法人税等合計 61,527

四半期純損失（△） △147,309
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 4,466,489

売上原価 2,480,251

売上総利益 1,986,237

販売費及び一般管理費 ※
 1,882,435

営業利益 103,802

営業外収益

受取利息 1,999

受取配当金 1,074

受取保険金 8,177

助成金収入 9,200

その他 13,879

営業外収益合計 34,331

営業外費用

支払利息 24,691

社債発行費 20,546

その他 27,705

営業外費用合計 72,944

経常利益 65,188

特別損失

固定資産除却損 1,271

投資有価証券評価損 143,304

特別損失合計 144,576

税金等調整前四半期純損失（△） △79,387

法人税、住民税及び事業税 △102,338

法人税等調整額 142,332

法人税等合計 39,994

四半期純損失（△） △119,381
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △85,781

減価償却費 422,580

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4,061

賞与引当金の増減額（△は減少） △53,774

製品保証引当金の増減額（△は減少） △1,924

返品調整引当金の増減額（△は減少） 3,092

退職給付引当金の増減額（△は減少） 49,336

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △41,853

受取利息及び受取配当金 △10,649

支払利息 48,920

持分法による投資損益（△は益） 76

投資有価証券売却損益（△は益） △12,377

投資有価証券評価損益（△は益） 135,111

有形固定資産除売却損益（△は益） 1,905

売上債権の増減額（△は増加） 757,672

たな卸資産の増減額（△は増加） 107,857

仕入債務の増減額（△は減少） △121,147

未払消費税等の増減額（△は減少） △8,561

その他 △12,439

小計 1,182,105

利息及び配当金の受取額 12,079

利息の支払額 △46,806

法人税等の支払額 △274,953

営業活動によるキャッシュ・フロー 872,424

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 18,752

有形固定資産の取得による支出 △224,114

無形固定資産の取得による支出 △133,308

投資有価証券の売却による収入 17,467

営業譲受による支出 △16,279

その他 23,077

投資活動によるキャッシュ・フロー △314,406

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △13,000

長期借入金の返済による支出 △835,080

社債の発行による収入 1,300,000

社債の償還による支出 △300,000

株式の発行による収入 26,535

配当金の支払額 △154,609

財務活動によるキャッシュ・フロー 23,845

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 581,864

現金及び現金同等物の期首残高 920,560

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,502,424
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

該当事項はありません。

 

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

会計処理の原則及び手続の変更

(1)　重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産

　第１四半期連結会計期間から、「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準委員会平成18年７月５

日企業会計基準第９号）を適用しております。 

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２

四半期連結累計期間の売上総利益、営業利益および経

常利益が31,509千円減少し、税金等調整前四半期純損

失が144,986千円増加しております。 

なお、セグメント情報に与える影響は、注記事項の

（セグメント情報）に記載しております。

(2)　リース取引に関する会計基準等の適用

所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、「リース取引に関する会計基

準」(企業会計基準第13号(平成５年６月17日(企業会

計審議会第一部会)、平成19年３月30日改正))及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針第16号(平成６年１月18日(日本公認会

計士協会　会計制度委員会)、平成19年３月30日改正))

が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る

四半期連結財務諸表から適用することができることに

なったことに伴い、第１四半期連結会計期間からこれ

らの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計

処理によっております。 

　また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を

耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法に

よっております。 

　ただし、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用

しております。 

　なお、当第２四半期連結会計期間においては、リース

取引開始日が平成20年４月１日以降の所有権移転外

ファイナンス・リース取引はありませんでしたので、

この変更による損益への影響はありません。
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【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

減価償却費の算出方法

定率法を採用している資産については、連結会計年

度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法

によっております。

 

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

該当事項はありません。

 

【追加情報】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
  至　平成20年９月30日)

（有形固定資産の耐用年数の変更）

平成20年度の法人税法改正による法定耐用年数区分

の変更に伴い、機械及び装置について、第１四半期連結

会計期間より耐用年数の変更を行っております。 

　この結果、従来の方法によった場合と比べて当第２四

半期連結累計期間の営業利益および経常利益が12,702

千円減少し、税金等調整前四半期純損失が12,702千円

増加しております。 

 

（役員退職慰労引当金） 

リオン金属工業㈱、東北リオン㈱、九州リオン㈱、リ

オンサービスセンター㈱、リオン計測器販売㈱の５社

は、従来、役員退職慰労金の支出に備えて、内規に基づ

く期末要支給額を計上しておりましたが、平成20年５

月開催の株主総会において役員退職慰労金制度を廃止

し、在任役員については株主総会終結時の要支給額を

退任時に支給することを決議しております。これに伴

い、役員退職慰労引当金残高12,770千円については、固

定負債の「その他」に振り替えております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　たな卸資産の内訳 

　　　製品                           1,710,474千円 

　　　仕掛品　　　　　　　　 　　　 　 671,783千円 

　　　原材料及び貯蔵品　　　　　     1,167,527千円

 

※２　有形固定資産減価償却累計額     9,695,649千円 
　　　

　３　債権流動化による譲渡残高

　　　受取手形　　　　　　　　         957,577千円

※１　たな卸資産の内訳 

　　　製品                           1,696,354千円 

　　　仕掛品 　　　　　　　　　 　     650,819千円 

　　　原材料及び貯蔵品　　　　　 　　1,305,864千円

 

※２　有形固定資産減価償却累計額 　　9,438,367千円
　　　　　　

　３　債権流動化による譲渡残高 

　　  受取手形　　　　　　　　　 　　1,111,844千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

　

第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
　至　平成20年９月30日)

※　販売費及び一般管理費の主なものは以下のとおりで

あります。

給料 965,008千円

賞与引当金繰入額 304,533千円

退職給付費用 143,952千円

役員退職慰労引当金繰入額 1,943千円

貸倒引当金繰入額 20,052千円
 

　

第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

※　販売費及び一般管理費の主なものは以下のとおりで

あります。

給料 483,148千円

賞与引当金繰入額 167,400千円

退職給付費用 74,045千円

貸倒引当金繰入額 3,235千円
 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,748,861千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △246,437千円

現金及び現金同等物 1,502,424千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)及び当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日

　至　平成20年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 10,492,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 17,015

　

３　新株予約権等に関する事項

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、平成20年

６月30日をもって権利行使期間満了となりました。なお、これに伴って未行使の権利82個が消滅いたし

ました。

　
４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月25日
定時株主総会

普通株式 155,819 15平成20年３月31日 平成20年６月26日 利益剰余金

　
(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当第２四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配

当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 
５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

 

(リース取引関係)

リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当第２四半期連結会計期間末におけるリース

取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動がありません。

 

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

 

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の当第２四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著

しい変動がありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　

補聴器
(千円)

医用検査
機器
(千円)

音響・振動
計測器 
(千円)

微粒子 
計測器 
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

2,324,956461,986986,388693,1574,466,489(―)4,466,489

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ― (―) ―

計 2,324,956461,986986,388693,1574,466,489(―)4,466,489

営業利益又は営業損失(△) 51,749△31,74921,01862,783103,802(―) 103,802

(注)　１　事業区分の決定方法 

事業区分の決定にあたっては、製品の市場における使用目的に応じて、補聴器、医用検査機器、音響・振動計

測器及び微粒子計測器にセグメンテーションしております。 

２　各事業区分の主要製品 

(事業区分) (主要な製品) (事業区分) (主要な製品)

補聴器
補聴器
難聴者訓練用機器

医用検査機器
オージオメータ
聴力検査室

音響・振動計測器
騒音計・振動計・地震計
周波数分析器

微粒子計測器
気中微粒子計
液中微粒子計

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　

補聴器
(千円)

医用検査
機器
(千円)

音響・振動
計測器
(千円)

微粒子
計測器
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

4,466,163932,9441,973,7581,428,8708,801,737(―)8,801,737

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ― (―) ―

計 4,466,163932,9441,973,7581,428,8708,801,737(―)8,801,737

営業利益又は営業損失(△) 53,501△24,05026,490165,035220,977(―) 220,977

(注)　１　事業区分の決定方法 

事業区分の決定にあたっては、製品の市場における使用目的に応じて、補聴器、医用検査機器、音響・振動計

測器及び微粒子計測器にセグメンテーションしております。 

２　各事業区分の主要製品 

(事業区分) (主要な製品) (事業区分) (主要な製品)

補聴器
補聴器
難聴者訓練用機器

医用検査機器
オージオメータ
聴力検査室

音響・振動計測器
騒音計・振動計・地震計
周波数分析器

微粒子計測器
気中微粒子計
液中微粒子計

３　「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を第

１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、従来の原価法から、収益性の低下により簿価を切下

げる方法による原価法に変更しております。 

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益は補聴器が4,633千円、

医用検査機器が6,574千円、音響・振動計測器が14,237千円、微粒子計測器が6,064千円減少しております。
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【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

日本国以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店はありませんので、記載を省略し

ております。

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

日本国以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店はありませんので、記載を省略し

ております。

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　

日本以外の国又は地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 888,699 888,699

Ⅱ　連結売上高(千円) ― 8,801,737

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

10.1 10.1

(注)　１　国又は地域の区分の方法および日本以外の国又は地域に属する主な国又は地域

国又は地域の区分の方法・・・・・・地域的近接度により区分しております。

日本以外の国又は地域の区分に属する主な国又は地域・・・・・・アジア、ヨーロッパ、北アメリカ

２　海外売上高は、当社および当社グループの日本以外の国又は地域における売上高であります。

　

(企業結合等関係)

特に記載すべき事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

956円45銭 993円58銭

　

２　１株当たり四半期純損失等

第２四半期連結累計期間

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純損失 14円08銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―

(注)　１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につきましては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失

を計上しているため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は以下のとおりであります。

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

四半期純損失　　　　　　　　　　　　　　　　(千円) 147,309

普通株主に帰属しない金額　　　　　　　　　　(千円) ―

普通株式に係る四半期純損失　　　　　　　　　(千円) 147,309

普通株式の期中平均株式数　　　　　　　　　　(千株) 10,459

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式について前
連結会計年度末から重要な変動がある場合の概要

この概要は、「新株予約権等の状況」に
記載の通りであります。
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第２四半期連結会計期間

　
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純損失 11円40銭

(注)　１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は以下のとおりであります。

項目
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

四半期純損失　　　　　　　　　　　　　　　　(千円) 119,381

普通株主に帰属しない金額　　　　　　　　　　(千円) ―

普通株式に係る四半期純損失　　　　　　　　　(千円) 119,381

普通株式の期中平均株式数　　　　　　　　　　(千株) 10,474

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月14日

リオン株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　樽本　修平　　　　　　印

　

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士　　橋爪　輝義　　　　　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているリオ

ン株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成

20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月

30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、リオン株式会社及び連結子会社の平成20年９

月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営

成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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